
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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前期基本計画 平成２９年度 施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立
０１ 住民自治を支える財務体質の確立

財務課　総括主査  佐藤　正樹

１．施策の平成29年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

人口増の鈍化、少子高齢化の進行による扶助費等の増高や様々な行政需要の拡大に伴い歳出が増加する中、効果の高い事業

の選択と集中、及び、自主財源の確保が求められています。財政状況と国・県の動向を的確に分析し、有利な国・県支出金

、地方債等財源の研究と導入を図るとともに、自主財源の拡大に向けた取り組みを進めていきます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮

ら

し

財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 Ｄ
％ 6.1

6.9 7.4 0 - - 0.0

暮

ら

し

財政健全化判断比率（将来負担比率）

2 45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 Ｄ
％ 51.3

60.4 71.8 0 - - 0.0

幸

福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

3 62 64 66 68 70 Ｄ
パーセント 61

57.6 64.5 60.1 - - △10.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度



針についての達成（実現）状況
Ｄ 達成できなかった

Ｂ 概ね達成した

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての平成29年度までの取り組み状況を分析する

実質公債費比率や将来負担比率といった財務指標については、施策

政

目標値を上回ることは

 

できなかったものの、

 

国が定める

基準は上回

 

っていることから、一

 

定程度の財政運営を進

策

めることができたと考

:

えます。

(２) 基本

基

計画内の取り組みと方

本

針のうち、平成29年

施

度の重点課題の達成（

策

実現）状況

【重点課題

:

】

財政構造改革の推進

施

【重点課題に対応した

 

達成状況】

これまで進

 

めてきた歳出の削減に

 

加え、歳入の拡大につ

 

いて全庁レベルで改善

策

案の集約に取り組みま

:

した。

３．施策の実現

施

に向けての平成29年

策

度実施後での変化を認

担

識する

人口減少時代の

当

到来を受け、国の税と

職

社会保障の一体改革が

・

進み、平成３１年度に

氏

は消費税の税率改正が

名

控えています。地

方交

(

付税を始めとする依存

１

財源は減少の傾向を示

)

す中、高齢化に伴う扶

 

助費の伸びが懸念され

施

ます。

平成２７年度か

策

ら実施する財政構造改

目

革は、これまで一定の

標

成果を上げており、今

の

後も予定している施策

達

を進めていくこと

によ

成

り継続的な効果の発揮

（

が見込まれます。

(１

実

) 平成31年度方針

現

策定に際し、今後の方

）

向性や引継課題

【今後

に

の方向性】

歳入拡大に

向

係る改善案を実行に移

け

すともに、部ごとに配

た

分された財源により自

基

立した予算編成を目指

本

す「部内予算編成」に

計

ついては、適切な財源

画

の配分に配慮しつつ、

期

予算編成過程の公表に

間

より説明責任を意識し

内

た予算編成に取り組む

の

こととしま

す。

【引継

取

課題】

予算編成過程に

り

おける各部に配分する

組

財源の割合の精度を高

み

める必要があります。

と方



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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13687  ふるさと納税推進事業

87,600 64,137 △26.8


